
   

 

 

令和８年度社会教育関係団体に対する補助金交付要綱 

 

令和８年６月２６日 

８教地生第３５５号 

第１ 目  的 

  この要綱は、東京都における社会教育の発展を図るため、社会教育法（昭和24年法律

第207号）第10条に規定する社会教育関係団体（スポーツ活動を主たる目的とする団体

を除き、かつ、政治活動、宗教活動又は営利活動を目的とする団体を除く。以下「団

体」という。）の事業経費の一部を補助することについて、東京都補助金等交付規則

（昭和37年東京都規則第141号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

第２  補助対象団体 

    補助対象団体は、子供の健全な成長を図るために、家庭の教育力の向上及び地域・社

会と学校の連携・協働にかかわる取組を行っている団体とする。 

２ 前項に規定する団体は、以下の(1)から(6)までの要件を備えていなければならない。 

(1) 都内全域又は広域にわたって社会教育活動を行っていること。 

(2) 主たる事務所を都内に有すること。 

(3) 会員数が100人以上あり、その３分の２以上が都内在住者又は在勤者であること。 

(4) 定款、規約等を有し、役員の選出方法及び任期が明記されていること。 

(5) 団体としての意思決定及び、事業執行ができ、及び代表することのできる機能並び

に団体として独立した経理及び監査の機能が確立していること。 

(6) 社会教育活動の実績が５年以上あること。 

３ 同一団体が実施する同一事業に対する補助金の交付は、２年度を超えて連続して行

うことができないものとする。 

第３ 補助対象事業 

  補助対象事業は、家庭の教育力の向上及び地域・社会と学校が連携・協働して、子供

を見守り、育てる教育活動を支援・推進する社会教育の事業で、かつ、公益性があり、

日本国憲法第89条の規定に反しない都内における次のいずれかの事業とする。 

（1）都内全域又は広域にわたって実施する普及啓発の事業 

 (2) 討論会、講演会、展示会等の事業 

 (3) その他東京都教育委員会が特に認める事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、補助対象から除く。 

(1) 全国的な規模又はこれに準ずる規模で行われる事業 



   

 

(2) 国・都・区市町村（以下「公的機関」という。）から補助金を受けている事業 

(3) 公的機関から運営費補助金（分担金等を含む。）が交付されている団体で、当該事

業にその運営費補助金経費の一部が充てられている又は充てる予定である事業 

(4) 政治活動、宗教活動又は営利活動を目的とする事業 

第４  補助対象内経費 

  補助対象内経費は、補助対象事業の実施に要するもののうち、別表に定める経費とす

る。 

第５ 補助金交付額 

    補助金の交付額は、補助対象内経費の２分の１以内かつ補助対象事業実施に要する団

体自己支出金の２分の１以内とし、10万円以上100万円以下で、予算の範囲内で定める

額とする。 

第６ 補助金交付申請 

   補助金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）は、補助金交 

申請書（様式１）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

(1) 団体に関する調書（様式２） 

(2)  事業実施計画書（様式３） 

(3) 経費計画書（様式４） 

(4) 補助金交付申請に伴う誓約書 (様式５) 

(5) 定款、規約等 

(6) 前年度の決算書及び当該年度の収支予算書（総会等団体の承認を受けたもの) 

(7) 前年度事業報告及び今年度事業計画 

(8) 役員名簿 

２  申請者は、消費税法上の課税事業者である場合は、前項に規定する補助金の交付の

申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３

年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税

率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額

をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）に相当する額を減額して申請しな

ければならない。ただし、補助金の交付の申請時において当該消費税等仕入控除税額

が明らかでないものについては、この限りでない。  

第７ 補助金交付決定及び通知 

知事は、第６に規定する申請書の提出を受けたときは、別途定める審査基準に基づ



   

 

き審査し、速やかに交付の可否を決定する。 

   なお、審査にあたり、社会教育法第13条に基づき、東京都生涯学習審議会条例（平

成４年東京都条例第55号）第２条第１項第２号で定める東京都生涯学習審議会の意見

を聴取する。 

２ 知事は、前項の規定による決定をしたときは、審査結果通知書（様式６）により申

請団体に通知する。 

第８ 申請の撤回 

  第７の規定により補助金交付決定を受けた団体（以下「交付決定団体」という。）は、

その交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、交付の決定の通知

を受領した日から14日以内に申請を撤回することができる。 

第９ 計画変更等の承認 

  交付決定団体は、次のいずれかに該当する場合は、あらかじめ事業変更等承認申請書

（様式７）により知事の承認を受けなければならない。ただし、第１号及び第２号に掲

げる事項のうち軽微なものについては、この限りでない。 

  (1) 補助対象事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

  (2) 補助対象事業の内容を変更しようとするとき。 

  (3) 補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

第10 補助対象事業の完了時期 

  交付決定団体は、当該補助対象事業を、補助金交付決定を受けた会計年度（以下「年

度」という。）の末日までに完了しなければならない。 

第11 事故報告 

  交付決定団体は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の

遂行が困難となった場合は、速やかにその理由、遂行の見通し等を書面により知事に報

告しなければならない。 

第12 状況報告 

  交付決定団体は、補助対象事業の遂行状況について、あらかじめ指定された期日まで

に、次に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類を知事に提出しなければならない。 

(1) 事業が未了の場合 事業中間報告について（様式８） 

  (2) 既に事業が終了している場合 第13に定める書類（様式９から様式11まで及び事業

実施の際に使用した各種資料） 

第13 事業実績報告 

  交付決定団体は、補助対象事業が完了したとき又は第９の規定により中止若しくは廃

止の承認を受けたときは、事業完了後若しくは承認を受けたときから20日以内又は当該



   

 

年度末日のいずれか早い日までに、「事業実績報告について」（様式９）に次に掲げる

書類を添えて知事に提出しなければならない。 

  (1) 事業実績報告書（様式10） 

  (2) 経費報告書（様式11） 

  (3) 事業実施の際に使用した各種資料 

 ２ 交付決定団体は、消費税法上の課税事業者である場合は、前項に規定する経費報

告書（様式11）を提出するに当たり、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らか

な場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して提出しなければな

らない。 

第14 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還 

補助事業者は、消費税法上の課税事業者である場合は、補助金の交付の申請時及び実

績報告時において補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでないものであって、補

助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により当該消費税等仕入控除税額が確定し

た場合には、速やかに消費税等仕入控除税額確定報告書（様式12）を知事に提出しなけ

ればならない。 

２ 知事は、前項に規定する報告書の提出があった場合には、期限を定めて、当該消費

税等仕入控除税額に相当する額の全部又は一部の返還を命ずる。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和８年６月２６日から施行する。 



   

 

別表  

 

なお、補助対象事業に要する経費であっても、次の経費は対象としない。 

(1)  所属会員に対する手当及び発表等の謝礼 

   (2)  電気・ガス・水道・電話（ファクシミリを含む。）代等の公共料金 

   (3)  有料道路代、ガソリン代（障害者が補助対象事業を実施する際に必要と認められる場合を除く。）、

駐車場代及び交通費 

   (4)  花代、食料費（弁当等）及び記念品代 

   (5)  備品類（カメラ・パソコン等の高価な機器類、高額図書等）購入費及び維持費 

  (6)  その他、前各号に類する経費で補助対象としてふさわしくないもの 

 

 

補助対象事業 補助対象内経費 

 

(1)普及啓発事業 

 

 

印刷製本費及び 

消耗品費 
広報誌・資料等の印刷費及び消耗品代（文具、用紙、インク等） 

通信運搬費 はがき・切手代及び宅配便代、口座振替手数料 

雑役務費 

ウェブ会議システムの契約に関する費用や動画の撮影業務等の請負契

約等 

※事業実施にあたり要した経費分のみ補助対象 

 

(2)討論会、講演会、展示

会等の事業 

 

報償費 外部講師、手話通訳者等への謝礼 

使用料及び賃借料 事業当日の会場の借上げ代及び器材・機器等の借上げ代 

印刷製本費及び 

消耗品費 

ポスター・チラシ・資料・報告書等の印刷費、コピー代及び消耗品代

（文具、用紙、インク等） 

通信運搬費 
はがき・切手代、宅配便代及び事業当日の物品運搬費、口座振替手

数料 

雑役務費 

ウェブ会議システムの契約に関する費用や動画の撮影業務等の請負契

約等 

※事業実施にあたり要した経費分のみ補助対象 

(3) その他東京都教育委員
会が特に認める事業 

 その都度決定する。 


